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（２）歳出（別表５，９参照） 
イ．概要 

令和元年度一般会計の歳出決算額は２２５億８，５４５万１千円で、予算現額２４３億７，８２

５万３千円に対し、９２．６％の執行率である。 
翌年度繰越額は１２億１，２２１万９千円で、そのすべてが繰越明許費繰越額となっている。し

たがって、予算執行残額から翌年度繰越額を差し引いた不用額が５億８，０５８万３千円となって

いる。 
決算額のうち前年度に比べて増加した主なものは、諸支出金１４億３，６４１万３千円（１９０．

８％）、民生費１２億４，８５７万８千円（１９．９％）、総務費８億６，３９６万２千円（３９．

４％）であり、減少した主なものは、土木費２億５，３２１万６千円（１５．７％）、労働費１，

９４４万７千円（１３．１％）である。 
概ね予算に即した執行がされていたことを認めた。決算額を性質別に区分すると次のとおりであ

る。 
性 質 別 決 算 額 比 較 表 

区  分 

  性 質 別 令 和 元 年 度 平 成 30 年 度 対前年度 

増減額 決 算 額  構成比 決 算 額  構成比 

消 

費 

的 

経 
費 

  千円     % 千円     % 千円 

人 件 費 2,583,514 11.4 2,622,950 14.0 △ 39,436 

物 件 費 2,932,260 13.0 2,518,930 13.5 413,330 

維持補修費 195,301 0.9 195,948 1.0 △ 647 

扶 助 費 3,717,244 16.5 3,628,157 19.4 89,087 

補助費等 5,094,978 22.5 4,568,959 24.4 526,019 

小     計 14,523,297 64.3 13,534,944 72.3 988,353 

投
資
的
経
費 

普通建設事業費 2,483,992 11.0 1,175,605 6.3 1,308,387 

災害復旧事業費 8,940 0.0 9,030 0.1 △ 90 

小     計 2,492,932 11.0 1,184,635 6.4 1,308,297 

公   債   費 1,794,661 8.0 1,692,112 9.0 102,549 

積   立   金 2,189,387 9.7 752,975 4.0 1,436,412 

貸   付   金 278,000 1.2 275,000 1.5 3,000 

繰   出   金 1,307,174 5.8 1,268,040 6.8 39,134 

合     計 22,585,451 100.0 18,707,706 100.0 3,877,745 

消費的経費は後年度に形を残さない性質の経費である。投資的経費はその支出の効果が資本形成

に向けられるもので、施設等ストックとして将来に残るものに対して支出される経費である。 
歳出科目は１４款に区分されており、その構成及び予算の執行状況は次のとおりである。 
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 ロ．議会費 

議    会    費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

161,386,000 159,697,098 0 1,688,902 99.0 0.7 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１億６，８１３万８千円に比較すると８４４

万１千円（５．０％）の減少である。  
 ハ．総務費 

総    務    費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

3,319,211,000 3,056,106,028 123,504,000 139,600,972 92.1 13.5 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額２１億９，２１４万４千円に比較すると８億

６，３９６万２千円（３９．４％）の増加である。 
これは主に、財産管理費が８７５万円（８．７％）、戸籍住民基本台帳費が４８５万１千円（６．

４％）、防犯対策費が４７８万１千円（１７．５％）、統計調査費が２１７万９千円（４５．９％）、

県議会議員選挙費が１４９万１千円（４３．６％）、それぞれ減少したものの、一般管理費が６億

６７万７千円（４７．７％）、市民会館管理費が９，５５３万７千円（１４８．１％）、賦課徴収費

が５，０１０万円５千円（１０４．７％）、企画費が４，１１０万４千円（２２．９％）、市長・市

議会議員選挙費が３，５８４万９千円（６，３３１．５％）、それぞれ増加したためである。 
 また、不用額１億３，９６０万１千円は主に、一般管理費でふるさと納税返礼品の送料分の差額

による報償費４，２７５万５千円、一般管理費でポータルサイト別のふるさと納税の納付額の補足

が困難による報償費１，４３２万２千円、戸籍住民基本台帳費で通知カード・個人番号カード作成

等を担っている地方公共団体情報システム機構への市負担分の減額による負担金、補助及び交付金

５３８万１千円、賦課徴収費で還付実績額が見込みよりも減少したことによる償還金、利子及び割

引料３９６万６千円、財産管理費で緊急修繕等に備えて予算措置していたものが不要になったこと

による需用費２６６万９千円、電算処理費で総合支援アプリ「イーナカサイ」の導入、運用費用が

圧縮できたことと機能追加が不要になったことによる委託料２３０万７千円が不用になったもの

である。 
 なお、翌年度繰越額１億２，３５０万４千円は、企画費及び防犯対策費の繰越によるものである。 
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 ニ．民生費 
民    生    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

7,784,210,000 7,513,451,367 57,480,000 213,278,633 96.5 33.3 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額６２億６，４８７万３千円に比較すると１２

億４，８５７万８千円（１９．９％）の増加である。 
 これは主に、扶助費が５，４８４万７千円（１６．４％）、健康福祉会館費が２２２万４千円（３．

８％）、生活保護総務費が１９６万３千円（５．８％）、それぞれ減少したものの、児童福祉施設費

が８億１，５９９万５千円（１３７．２％）、児童福祉総務費が２億５，１９２万５千円（２９９．

４％）、障害者福祉費が８，２１２万５千円（７．３％）、それぞれ増加したためである。 
 また、不用額２億１，３２７万９千円は主に、生活保護費の扶助費で入院等の医療費が見込みを

下回ったことによる扶助費５，１７０万９千円、福祉医療費で医療費助成の減による扶助費３，５

４８万７千円、児童福祉施設費で泉よつばこども園の入札減による事業費の減額による工事請負費

２，６６２万７千円、社会福祉総務費で介護給付費等の減により繰出金が減になったことによる繰

出金１，８３５万２千円、障害者福祉費で利用者が見込みを下回ったことによる扶助費１，４８５

万６千円、社会福祉総務費で国民健康保険特別会計の人件費及び事務費の減により特別会計への繰

出金が減になったことによる繰出金１，１６１万９千円が不用になったものである。 
子育て支援として、令和元年１０月１日より幼児教育・保育を無償化し、また、加西市独自で給

食費（副食費）を無償化して、保護者負担の軽減に取り組んでいる。また、幼保一体化の推進では、

市内４番目の公立認定こども園となる泉よつばこども園を令和２年４月に開設した。  
 ホ．衛生費 

衛    生    費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,986,152,000 1,938,856,056 0 47,295,944 97.6 8.6 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１９億４，００９万２千円に比較すると１２

３万６千円（０．１％）の減少である。 
 これは主に、塵芥処理費が１，１５０万１千円（３．２％）増加したものの、火葬場費が５７３

万４千円（２１．７％）、保健衛生総務費が５１１万円（０．５％）、健康推進対策費が３２１万１

千円（５．２％）それぞれ減少したためである。 
 また、不用額４，７２９万６千円は主に、予防費で予防接種者数が見込みを下回ったことによる

委託料８６２万１千円、母子衛生費で妊婦健康診査の件数が見込みを下回ったことによる委託料６

６４万円、健康推進対策費で医療機関検診受診者数が見込みを下回ったことによる委託料４９９万
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１千円、保健衛生総務費で育児休業の代替職員として保健師を募集したが採用に至らなかったこと

による賃金４４０万１千円が不用になったものである。  
ヘ．労働費 

労    働    費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

138,333,000 129,400,576 0 8,932,424 93.5 0.6 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１億４，８８４万８千円に比較すると１，９

４４万７千円（１３．１％）減少している。これは、労働諸費が減少したためである。 
 また、不用額８９３万２千円は主に、労働諸費で新婚世帯向け家賃補助金と子育てママ就職支援

事業補助金の申請者数が見込みを下回ったことによる負担金、補助及び交付金４１１万３千円、労

働諸費で予定していた外国人調査業務を縮減したことと人事異動による人員変更により不要とな

った賃金３５３万７千円が不用になったものである。  
 ト．農林水産業費 

農  林  水  産  業  費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,145,176,000 1,122,929,850 7,300,000 14,946,150 98.1 5.0 

本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１１億３，８３７万５千円に比較すると１，

５４４万５千円（１．４％）の減少である。 
 これは主に、地籍調査事業費が１，６７３万１千円（５５．４％）、農林業センサス費が６６２

万円（１３２，４０３．９％）、それぞれ増加したものの、農地費が１，１９４万９千円（３．０％）、

農村総合整備事業費が１，０３５万９千円（３．０％）、地域農政推進対策事業費が９１６万７千

円（２２．７％）、国営かんがい排水関連事業費が５５２万３千円（１８．２％）、それぞれ減少し

たためである。 
 また、不用額１，４９４万６千円は主に、農地費で繰越明許の発生による委託料７４０万円、農

業振興費でシカ緊急捕獲拡大事業負担金等の減による負担金、補助及び交付金１４５万９千円、地

域農政推進対策事業費で施設園芸設備整備支援補助金等の減による負担金、補助及び交付金１８８

万１千円、農業振興費で特定外来生物駆除委託料の捕獲頭数の減による委託料１０２万円が不用に

なったものである。    



 - 21 - 

チ．商工費 
商    工    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

496,377,000 429,427,227 24,168,000 42,781,773 86.5 1.9 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額３億６，９８５万８千円に比較すると５，９

５７万円（１６．１％）の増加である。 
 これは主に、商工振興費が４，４２５万９千円（１５．６％）増加したためである。 
 また、不用額４，２７８万２千円は主に、商工振興費でプレミアム商品券の申請数が見込みを下

回ったことによる委託料３，２１１万３千円、商工振興費でプレミアム商品券の申請数が見込みを

下回ったことによる役務費３１０万円、商工振興費で産業振興促進奨励金及び空き店舗活用補助金

の申請者数が見込みを下回ったことによる負担金、補助及び交付金１９７万５千円が不用になった

ものである。  
 リ．土木費 

土    木    費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,632,713,000 1,362,341,829 248,667,000 21,704,171 83.4 6.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１６億１，５５５万８千円に比較すると２億

５，３２１万６千円（１５．７％）の減少である。 
 これは主に、道路維持費が３，８０２万７千円（２５．６％）、街路事業費が２，４８７万円（５，

００６．０％）、それぞれ増加したものの、産業団地整備事業特別会計の繰出金による宅地造成対

策費が７，８３５万３千円（７４．１％）、都市再生事業費が７，４７５万円（２５．４％）、道路

新設改良費が４，２９４万１千円（２６．８％）、公園費が４，１５４万８千円（５９．０％）、都

市計画総務費が３，６３３万円（３２．２％）、それぞれ減少したためである。 
 また、不用額２，１７０万４千円は主に、街路事業費で中野地区地区計画道路３号線の道路拡幅

工事の入札減及び工事費抑制により請負工事費が減額となったことによる工事請負費６２６万６

千円、都市再生整備事業費で加西市地域活性化拠点施設の展示設計で想定している歴史資料につい

て、所有者より寄託を受けることで事業費が不要になったことによる委託料２５３万４千円、宅地

造成対策費で大規模事業専門官の採用が合格者なしとなったことによる繰出金２１１万４千円が

不用になったものである。 
なお、翌年度繰越額２億４，８６６万７千円は、道路維持費、道路新設改良費、都市再生事業費

の繰越である。  
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 ヌ．消防費 
消    防    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

799,862,000 796,298,502 0 3,563,498 99.6 3.5 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額７億６，１５５万２千円に比較すると３，４

７４万６千円（４．６％）の増加である。 
 これは主に、非常備消防費が２，８１７万円（３５．７％）、消防施設費が５７３万１千円（０．

９％）増加したためである。  
 ル．教育費 

教    育    費 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,906,562,000 2,084,745,697 751,100,000 70,716,303 71.7 9.2 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１６億５，４１５万円に比較すると、４億３，

０５９万５千円（２６．０％）の増加である。 
 これは主に、社会教育費の文化財保護費が３，６９１万３千円（７８．５％）、社会教育費の社

会教育総務費が９７５万９千円（１０．１％）、それぞれ減少したものの、加西市立南部学校給食

センター改築工事による保健体育費の給食施設運営費が３億３，３８４万３千円（２１３．１％）、

感覚学習室・体育館改修工事が完了したことによる特別支援学校費が５，７３０万９千円（２３５．

６％）、小学校費の学校管理費（小）が３，９３９万１千円（２８．２％）、中学校費の学校管理費

（中）が２，５２９万１千円（３５．１％）、幼稚園費が２，２４８万６千円（９．２％）、それぞ

れ増加したためである。 
 また、不用額７，０７１万６千円は主に、中学校費の就学援助奨励費補助金事業で就学援助費の

対象者が見込みを下回ったことによる扶助費４０５万３千円、小学校費の就学援助奨励費補助金事

業で就学援助費の対象者が見込みを下回ったことによる扶助費３３１万８千円、文化財保護費で神

戸大学への委託事業である戦争遺跡総合調査の内容変更に伴う委託料の減額が１月以降に発生し

たことによる委託料１２９万６千円、学校振興費で新型コロナウイルス感染症対策に係る臨時休業

措置をとったことによる報償費１１０万円が不用になったものである。 
なお、翌年度繰越額７億５，１１０万円は、教育総務費の学校振興費、小学校費の学校管理費、

保健体育費の給食施設運営費の繰越である。    
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 ヲ．災害復旧費 
災  害  復  旧  費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

9,000,000 8,148,860 0 851,140 90.5 0.0 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度の支出済額９０３万円に比較すると８８万１千円（９．

８％）減少している。 
 これは、農業施設災害復旧費が８８万１千円（９．８％）減少したためである。  

 ワ．公債費 
公    債    費 

予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

1,794,859,000 1,794,660,855 0 198,145 100.0 7.9 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額１６億９，２１１万２千円に比較すると１億

２５４万９千円（６．１％）の増加である。 
 支出済額のほとんどが市債償還元金と利子である。 
 一般会計の前年度末における未償還元金は１９４億２，２３９万７千円であり、これに当年度借

入金額２１億３，５４０万円を加え、この合計額から当年度元金償還額１６億９，３１８万４千円

を差し引いた額１９８億６，４６１万３千円が当年度末未償還元金である。  
 カ．諸支出金 

諸  支  出  金 
予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 執行率 対決算総額比 

円 円 円 円 ％ ％ 

2,189,390,000 2,189,387,446 0 2,554 100.0 9.7 

 本款の執行状況は上表のとおりで、前年度支出済額７億５，２９７万５千円に比較すると、ふる

さと納税の増加等に伴い、基金への積立額が１４億３，６４１万３千円（１９０．８％）増加して

いる。 
 支出の主なものは、ふるさと応援基金費２０億５０１万１千円、財政調整基金費１億６，５１６

万８千円である。     
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 ヨ．予備費 
予   備   費 

議決予算額 充用額 不用額 充当率 

円 円 円 ％ 

20,000,000 4,978,000 15,022,000 24.9 

当年度における予備費の充用件数は１件で、１，５０２万２千円が不用額となっている。充当先

は、ふるさと応援基金積立金４９７万８千円である。 


